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本稿では, 英国中央政府における CSRおよび PSAsのフレームワークを, 業績
評価とそこから得られる評価情報の予算編成への活用を企図する仕組みとしてとら
え, その制度的意義を確認した上で個別の省庁における業績モニタリングの実態を
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き継がれ, 包括的歳出見直し（Comprehensive Spending Review。以下, CSRという｡）お
よび, 公共サービス合意2)（Public Service Agreements。以下, PSAsという｡）が同政権
によって導入され現在に至っている。
本稿では, 業績評価の予算編成への適用はいかにすれば可能になるかという問題意識に






た。そこで, サッチャー・メージャー (Major, J.) 保守党政権下（1979～1997年）におい
て, いわゆるニューパブリックマネジメント（New Public Management。以下 NPMとい
う｡）型の行政経営改革がさかんに実施されるようになった。サッチャー政権期（1979～













可能な公共支出のことであり, その総額は中央政府支出, 地方政府支出, 国有企業への拠
出金の合計で表される。
CTの意義を稲沢 (2006) は, 第１に公共支出を可能な限り統制可能なものと不可能な
ものに区別したこと, 第２に, 毎年度の予算編成に先立って, 翌年度の CTの実質伸び率
を閣議決定すること, としている4)。
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①持続可能な経済成長と雇用拡大（Sustainable Growth and Employment), ②公正さと機
会均等（Fairness and Opportunity), ③効率的かつ現代的な公共サービス提供（Efficient
and Modern Public Services）である7)。
こうしてまとめられた歳出見直しの成果は２段階にわたって公表されている。第１段階









出見直し1999～2002(Modern Public Service for Britain : Investing in Reform Comprehen-
sive Spending Review: New Public Spending Plans 19992002)」が1998年７月に公表され
た8)。
この CSR白書に導入が示されていた PSAsについては財務省 (HM Treasury) と各省
庁の調整を経て, 同年12月 PSA白書「未来のための公共サービス：現代化, 改革, アカ
ウンタビリティ包括的歳出見直し：公共サービス合意1999～2002(Public Service for the
Future : Modernisation, Reform, Accountability-Comprehensive Spending Review: Public
















































幹としている。なお, この分権化および成果による統制は NPM理論の核心であり, サッ
チャー政権期から続く NPM改革が継承されていることがわかる10)。
また田中 (2011) によれば, CSRにおいて歳出は, 省庁別に設定された各年管理歳出
（Annually Managed Expenditure : AME）と省庁別歳出限度額 (Departmental Expenditure
Limit : DEL) に分かれ, これらを合計したものを歳出総額 (Total Managed Expenditure :























るのは, 第１に不正行為の削減（Reducing Fraud), 第２により質の高いサービス
(Better Quality Service), 第３に電子政府（Electronic Government), 第４に病気休
暇の削減（Reducing Sickness Absence), 第５に調達に関する改善（ Improving
Procurement), 第６に革新性とより顧客応答的なサービス（Innovation and more
Responsive Services), 第７に資産の売却（Asset Sales）である。



















また CSRの制度は, 予算計画の一部として行われているものであり, 法的根拠は存在
しない。一方で, PSAsは財務省と各省庁との合意であり, 財務省の同意が無ければ決定
には至らない。この意味で, 財務省や公共サービス歳出閣僚会議（Ministerial Committee
on Public Services and Public Expenditure。以下, PSXという｡）のもつ権限が非常に強い
と考えられる。なお, PSXは閣内委員会の一つであるが, 財務大臣が議長であり, かつ






























このように, CSRや PSAsの作成プロセスに関しては, 従来の予算編成過程の枠組みを
利用して行われており, 財務省歳出担当課が各省庁の財務担当課と連絡を取り合い, その
過程で CSRを行い, PSAsを作成している, ということである。
２ CSR2007における PSAsと予算とのリンクについての検証
前節で確認した CSR/PSAsのフレームワークに企図された PSAsと予算のリンクに対し




この指摘について, 本節では, より新しい状況を確認するため, 2007年に公表され2008
年度から2010年度までを対象期間とする CSR, およびそれと同時に設定された PSAs（以
下, これらを総称して CSR2007という｡）および財務省書類（Budget 2008 Stability and
opportunity : Building a strong, sustainable future）に基き検討する。




続いて, 政府全体の PSAsターゲットが, 大きな４つの柱, すなわち第１に持続可能な成
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対応, ビジネス税と規則, 労働力と技術への投資, インフラ構築への投資, 競争と市場原
理の強化, 公共部門の生産性向上, と変更されており22), より関連性が不明確になってい
る。
さらには, 大きな柱立て自体も翌年度の2009年度予算では, ビジネス支援, 公平・公正
な国民の支援, 公共サービスの向上, 低炭素社会の構築, となり, 続く2010年度予算では,




























PSA15：性別, 人種, 障害, 年齢, 性的性向, 地域, 信念による差別への対応




































が重点的に行われていることから, 予算執行中及び執行後の業績測定, すなわち, 業績モ
ニタリングによる目標の達成という「成果による統制」を仮説として検討している。その
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るため, 頻回のモニタリングが必要となってくる, としている25)｡ これを敷衍すれば, モ
ニタリングを実施する省庁レベルにおいては, CSR/PSAsのフレームワークの中で, 最新




度の所管官庁であるコミュニティ・地方自治省（Department for Communities and Local
Government. 以下，DCLGという｡）の事例にもとづき検討する。
１ PSAsのモニタリングの仕組み














さらに CSR2007においては図表３に示したように, PSAsや DSOに対応する形で各省
庁から業績報告書が公表されることとなっている。
２ DCLGにおける業績モニタリング
 CSR2007における DCLGの DSO
ここで, DCLGにおいて実際に行われている業績モニタリングについて詳細に検討する。
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2009年のアニュアルレポート27) には, 2007年の CSRにおいて設定された DSOターゲッ
トに対しての評価が報告されている。この内容として個々の DSOごとに支出額, 全体的
な進捗状況, 測定指標が確認され, 測定指標ごとに最新のデータ, 次回更新時期等が示さ
れている。その一例として DSO 1に関する報告の一部を抜粋して示した（図表５)。なお,
DSO 1から６については基本的に全てこの構成を採っている。
例えば DSO 1「個人やコミュニティを支援し, 高品質のサービスを効率的に供給する
地方自治体の支援」に対する指標として, 第１に地方における全体的な満足, 第２に地元
への意思決定に影響を与えていると考える地域住民の割合, 第３に３つの不利なグループ









図表４ DCLGの CSR2007における DSO
DSO1：個人やコミュニティを支援し, 高品質のサービスを効率的に供給する地方自治体の
支援









HM Treasury (2007) をもとに筆者作成
のは第１の「統計的優位性の増加」だけであったが, これについては測定指標の特性によっ
て頻回の測定が事実上不可能な場合もあるのではないかと考えられる。
















1.3 ３つの不利なグループ（黒色人種や少数民族, 障害者, 若者) の住民参加における不平等の解消



























DSO 2は,「個人やコミュニティ, 経済のニーズにより対応する住宅の供給, 環境性能,
品質の向上」であり, DSO 1と同様の構成によって各測定指標に沿って評価, 報告がな
されている。ただし, DSO 2は PSA20「安価で長期的な住宅供給の増加」との関連を一
部持っており, その具体的な対応関係についても図表６のとおり示されている。














図表 6 CSR2007における DCLGの DSO測定指標と PSA20との対応関係
PSA20測定指標 対応する DSO測定指標
１ 住宅供給の純増戸数 2.1 住宅供給の純増戸数
２ 安価性の状況 2.2 安価性の状況：収入の下位四分位数に
対する住宅価格の下位四分位数の割合
３ 安価な住宅供給数 2.3 安価な住宅供給数
４ 仮設住宅に居住する世帯数 2.4 仮設住宅に居住する世帯数














DSO 4は「団結力ある活発な, 過激派に対して強靭なコミュニティの発展」で, PSA21
とほぼ対応関係にあるが, 測定指標は図表７のとおり完全に対応しているわけではない32)。
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